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平成27年7月21日 

各 位 

会 社 名 山 崎 製 パ ン 株 式 会 社 

代表者名 代表取締役社長 飯島 延浩 

（コード：2212、東証第一部） 

問合せ先 専務取締役   吉田 輝久 

（TEL．03-3864-3110） 

 

 

「内部統制システムの整備に関する基本方針」の一部改定に関するお知らせ 

 

当社は、平成27年7月21日開催の取締役会において、「内部統制システムの整備に関す

る基本方針」を一部改定することを決議いたしましたので、下記のとおり改定後の内容を

お知らせいたします。 

記 

 

当社は、21 世紀の事業環境と社会の変化に対応するため、「企業経営を通じて社会の進

展と文化の向上に寄与することを使命とし、自主独立の協力体制を作り、もって使命達成に

邁進する」という山崎製パン株式会社の「経営基本方針（綱領および具体方針）」を改めて

高く掲げると同時に、これを補完するため、科学的根拠の上に立った食品安全衛生管理体制

の上に築き上げる科学的・合理的な事業経営手法として、すべての仕事を種蒔きの仕事から

開始する生命の道の教えに導かれる部門別製品施策・営業戦略、小委員会による「なぜなぜ

改善」を実践、実行、実証することを 21世紀のヤマザキの経営方針といたします。 

具体的な事業経営にあっては、「良品廉価・顧客本位の精神で品質と製品、サービスをも

って世に問う」というヤマザキの精神と「知恵と知識によって変化に挑戦し、新しい価値と

新しい需要を創造する」という生命の道を導く言葉を 21 世紀のヤマザキを導く言葉として

掲げ、生命の道の教えと、ピーター・ドラッカーのセルフアセスメントツールである５つの

重要な質問による管理職の５Ｓと全員参加の従業員の５Ｓを連動させる「２本立ての５Ｓ」

によって、会社別、部門別の製品施策・営業戦略、小委員会による「なぜなぜ改善」に徹し、

新しい価値と新しい需要を創造して 21世紀のヤマザキの使命達成に邁進してまいります。 

当社は、この 21 世紀のヤマザキの経営方針に基づき、内部統制システムの整備に関する

基本方針（以下「本基本方針」という。）を定め、実効性のある効率的な運用をはかってま

いります。 

 

１．当社および当社子会社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合す

ることを確保するための体制 

⑴当社および当社子会社の取締役および使用人は、21世紀のヤマザキの経営方針に則り、

法令および各社の定款、取締役会規則、就業規則その他社内規則（以下総称して「定

款等」という。）に従って職務を執行するものとする｡ 

⑵当社および当社子会社の取締役会は、重要な業務執行を決定するとともに、取締役の

職務の執行を監督する。また、当社は社外取締役を置き、取締役会の監督機能の充実

をはかり、経営の健全性と透明性の向上をめざす。 

⑶当社および当社子会社は、監査役制度を採用し、監査役会設置会社においては監査役

の半数以上を社外監査役とするとともに、監査役会の監査体制の強化をはかり、経営

の健全性と透明性の向上をめざす。 
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⑷当社は社長直属の監査室を設置し、当社および当社子会社の業務が21世紀のヤマザキ

の経営方針に則り、法令および各社の定款等に従って適正に行われているかを監査す

る。 

⑸当社は、本社に食品安全衛生管理本部を設置し、また、同本部管轄の食品衛生管理セ

ンター分室および食品品質管理センター分室を当社の各工場に設置し、細菌面、製品

表示面、異物混入防止対策面を含む「食の安全・安心」について科学的管理手法をも

って管理するとともに、食品衛生法および食品表示法などの関係法令の周知をはかり、

法令遵守を徹底する。また、当社子会社は、それぞれ当社と同様の食品安全衛生管理

体制を構築するものとし、当社は当社子会社に対して体制整備の指導を行う。 

⑹当社は、本社にフェアー・トレード・センターを設置し、また、同センター管轄のフ

ェアー・トレード・センター分室を当社の各工場に設置し、営業取引および下請取引

を点検し適正化を推進するとともに、当社子会社に対して独占禁止法などの関係法令

の周知をはかり、法令遵守を徹底する。 

⑺当社は、コンプライアンス委員会を設置し、当社および当社子会社を対象とした社内通

報・相談制度（ヤマザキグループ コンプライアンス ホットライン）を適切に整備・運

営し、不正行為の未然防止をはかるとともに、当社および当社子会社における職務の執

行に関してコンプライアンス上の問題が発生した場合は速やかに同委員会に付議し、同

委員会の指示に基づき是正措置を講じる。 

⑻当社および当社子会社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは一

切の関係を持たないこととし、企業の社会的責任および企業防衛の観点から、反社会

的勢力との関係遮断の取組みを推進する。 

 

２．当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

⑴当社は、法令および社内規則に従って株主総会、取締役会、常務会等重要な会議の議

事録、取締役を最終決裁者とする稟議書その他取締役の職務の執行に係る重要な文書

（電磁的記録を含む。）を保存し、管理する。 

⑵当社は、各文書の管理責任者を定め、法令および社内規則に従って閲覧可能な状態を

維持する。 

 

３．当社および当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

⑴当社および当社子会社は、食品企業グループとして、「食の安全・安心」を確保する

体制を基盤とし、科学的根拠に基づく徹底した食品安全衛生管理体制を構築する。製

品の安全性確保のため、全社的な食品安全衛生管理組織により細菌面、製品表示面に

おける日々の管理の万全を期するとともに、ＡＩＢ(American Institute of Baking)

の「国際検査統合基準」に基づく教育指導・監査システムを活用し、異物混入防止対

策を含む総合的な食品安全衛生管理を推進する。また、当社は、食品安全衛生管理本

部ならびに中央研究所の機能の充実強化をはかり、行政機関、国内外の研究機関およ

び原材料の納入業者等と密接に連携して食品の安全情報を的確に捉え、科学的なリス

ク分析・評価に基づいて食品事故の未然防止のために必要な措置を講じる。 

⑵当社および当社子会社の火災、地震、交通事故等の業務遂行上の様々なリスクに対応

するために、子会社を含めたリスク管理規程を定め、当社および当社子会社のリスク

を管理する体制を整備するとともに、当社および当社の主要な子会社においてリスク

管理委員会を設置してリスクの分析、評価および対応状況を定期的に確認し、必要な

対策を講じる。 
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⑶当社および当社子会社において重大事故、災害など緊急を要するリスクが発生した場

合、緊急事態における食品企業としての使命を全うするため、ヤマザキの精神に則り、

リスク管理規程に準拠して、当社または当該子会社において対策本部を設置し、情報

収集ならびに対応策の検討、決定および実施などにより迅速に対処する。 

 

４．当社および当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため

の体制 

⑴当社および当社子会社の取締役は、代表取締役の指揮・監督のもと、取締役会で定め

られた担当および職務の分担に従い、職務を執行する。 

⑵当社および当社子会社の取締役は、担当部門毎に自主独立の協力体制を整備し、組織

としての使命を明確にするとともに具体的な目標を定め、これを効率的に達成するた

めの必要な事業計画を策定し、実践、実行、実証する。 

⑶当社の取締役は、生命の道の教えに従い、すべての仕事を仕事の種蒔きから始める部

門別製品施策・営業戦略、小委員会による「なぜなぜ改善」の実践、実行、実証に徹

し、科学的根拠をもった合理的な経営手法により業務を効率的に推進する。また、当

社子会社においても、同様の経営手法を順次導入し、当社および当社子会社一体とな

って事業を推進する。 

⑷当社および当社子会社の取締役は、経営環境の変化に機敏に対応して、常務会または

経営会議等の会議において適宜協議し、機動的に経営課題に対する方向付けを行い、

それを取締役会に諮り、的確かつ迅速な意思決定を行うことによって経営の効率化を

はかる。 

⑸当社および当社の主要な子会社において、必要に応じて執行役員制度を活用し、職務

執行体制の充実強化をはかる。 

 

５．当社子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制、その他

当社および当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

⑴当社は、関係会社管理規程を定め、これに基づいて当社子会社に対し、営業成績、財

務状況その他の一定の経営上の重要事項について、当社の関係管理部門またはその他

の関連部門に報告することを求める。なお、当該報告を受けた当社の関係管理部門ま

たはその他の関連部門は、必要に応じて当社経営陣に速やかに報告し、特に重要な事

項については当社の常務会に報告し、または当社の常務会において審議するものとす

る。 

⑵当社および当社子会社は、財務報告の信頼性確保のため、当社の定める「財務報告に

係る内部統制の評価方針」に従い、財務報告に係る内部統制を整備し適切に運用する。 

⑶当社子会社は、本基本方針を踏まえつつ、各社毎に自主独立の経営体制を整備し、そ

れぞれ主体性をもって適切な管理体制を構築する。 

⑷当社の海外子会社は、本基本方針を踏まえつつ、当該子会社が所在する国および地域

における法制、商慣習その他の実務慣行等に配慮して、適切な管理体制を構築する。 

 

６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に

関する事項ならびに当該使用人の取締役からの独立性および監査役の当該使用人に対

する指示の実効性の確保に関する事項 

⑴監査役室を設置し、監査役の職務を補助すべき使用人として専従者を配置する。 

⑵監査役室員は、経理・財務部門または内部監査部門から監査業務の補助者として必要

な知識と経験を有する者を任命する。 
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⑶監査役室は監査役会直属の組織とし、監査役室員は監査役の指揮命令に従い職務を遂

行する。 

⑷監査役室員の任命・異動については、事前に常勤監査役の同意を得る。 

 

７．当社の取締役および使用人ならびに当社子会社の取締役、監査役および使用人（以下

「当社グループの役職員」という。）またはこれらの者から報告を受けた者が監査役

に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制 

⑴監査役は、取締役会の他、常務会等の重要な会議（重要な子会社の取締役会を含

む。）に出席し、当社および当社子会社の取締役および執行役員等重要な職位にある

使用人から職務の執行状況を聴取する。 

⑵当社グループの役職員またはこれらの者から報告を受けた者は、下記の事項が発生し

た場合、速やかに監査役に報告する。 

①職務の執行において、法令および定款に違反する行為があったとき 

②重大事故が発生したとき 

③当社および当社子会社に多額の損害を及ぼすおそれのある事実を発見したとき 

④その他当社および当社子会社の信用を毀損するおそれのある事実を発見したとき 

⑶監査役が特定の案件について報告を求めた場合、当社グループの役職員は迅速に調査

し報告する。 

⑷当社の内部統制を担当する取締役は、子会社を含めた内部統制状況について定期的に

監査役に報告する。 

⑸当社のコンプライアンス委員会は、子会社を含めた社内通報・相談制度により収集さ

れた情報を、定期的に監査役に報告する。 

⑹当社および当社子会社の監査役連絡会を定期的に開催し、当社子会社の監査役は当社

の監査役に子会社の監査状況等を報告する。 

⑺当社は、監査役への報告を行った当社グループの役職員またはこれらの者から報告を

受け監査役への報告を行った者に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱

いを行うことを禁止し、その旨を当社グループの役職員に周知徹底する。 

 

８．監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項、そ

の他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

⑴監査役が、その職務の執行について当社に対して会社法第388条に基づく費用の前払

い等の請求をしたときは、各担当部門において協議の上、当該請求に係る費用または

債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかにこれ

に応じるものとする。 

⑵監査役と取締役との定期的な意見交換の場として、３か月毎に連絡会議を開催する。 

⑶監査役は、会計監査人および監査室と定期的に連絡会を開催し、会計監査および内部

監査の結果に基づき意見を交換する。 

⑷監査役会は、監査の実施にあたり必要と認めるときは、弁護士、公認会計士その他外

部の専門家の意見を聴取する。 

 

以 上  


